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日本のセーフガード制度 
  

WTOは、関税および非関税障壁を撤廃していくことにより、自由化を推進していくこと
を本来の目的としている。他方で、WTOは必ずしも完全な自由化を（少なくとも現段階で
は）求めているわけではなく、さまざまな貿易救済措置（セーフガード、アンチダンピン

グ税の賦課、補助金相殺関税の賦課など）を認めている。実際には、貿易救済措置は、自

由化に伴う国内保護勢力の不満を解消する安全弁として、重要な機能を果たしている。以

下で説明するセーフガード制度もその一つであり、WTO では GATT19 条、セーフガード
協定、農業協定などでさまざまなセーフガード措置が一定の条件のもとで認められている。 
日本でも 2001年にネギ、生シイタケなどに対する暫定セーフガードが発動され、またタ
オルに対するセーフガードが検討されるなど、制度への需要は高まってきている。最近で

は、牛肉に関するセーフガード発動も問題となっている。そこで本稿では、日本がどのよ

うなセーフガード制度を備えているのか、１．一般セーフガード、２．特別セーフガード、

３．牛肉、豚肉の緊急関税制度、に分けて説明する。 
 
１．一般セーフガード 
 GATT19 条およびセーフガード協定では、輸入が急増し、国内産業に重大な損害をもた
らす（もしくはそのおそれがある）場合に、かつそのような事態が関税譲許の時点で予測

不可能であった場合に、緊急措置として輸入制限措置をとることを認めている。日本もこ

れを受けて、関税定率法、外為法によりセーフガードを規定している。 
 セーフガードの特徴としては、①特定の国に対してのみ発動することは認められず、無

差別に適用しなければならないこと、②セーフガード措置の埋め合わせとして、他産品の

関税引き下げ等の代償を提供するか、もしくは対抗措置を甘受しなければならない、とい

う点が挙げられる。 
一般にセーフガードとしてとられる措置には、具体的に関税引き上げ、輸入数量制限が

あるが、日本の制度では関税引き上げについては関税定率法９条、輸入数量制限について

は外為法５２条がこれを定めている。また主務官庁もそれぞれ財務省、経済産業省と異な

っている。このように措置内容により異なる制度をもつ国は国際的にも類がなく、日本の

制度の特徴であるといえる。実際には、両省は相互に協力し合うことになっており、判断

の部分でずれが生じることはないが、こうした日本の制度について、論者の中には、少な

くとも制度上は二元的体系を有しており、制度の透明性の観点からも、人的資源の有効活

用の点からも問題が多い、と指摘する者もいる。（たとえば、荒木一郎「仕切られた多元主

義と日本のセーフガード制度－その特異性とは？」参照。 
http://www.rieti.go.jp/jp/columns/a01_0032.html） 

 
２．特別セーフガード（SSG） 
 WTO農業協定では、ウルグアイ・ラウンドで初めて関税化された品目（コメ、小麦、大
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麦、乳製品の一部、でん粉、雑豆、落花生、こんにゃく芋、生糸・繭、豚肉（数量ベース

のみ、後述豚肉の緊急関税制度参照））について、特別セーフガードが認められた。協定に

よれば、輸入数量が一定の水準を越えた場合に発動が認められる数量ベースの SSGと、課
税価格が一定の水準を下回った場合に発動が認められる価格ベースの SSGとが認められて
いる。それぞれ要件を満たした場合には自動的に SSGが発動されることになり、一般セー
フガードのように、国内産業に重大な損害、もしくはそのおそれがあることを調査によっ

て立証する必要がない。しかし、輸入が国内の直接競合産業に損害を与えるおそれがない

と認められる場合には、措置の停止が認められており（関税暫定措置法７条３第３項、お

よび７条４第３項）、この点、３で説明する牛肉、豚肉の緊急関税措置と異なり、政府の判

断

１の税率を自動的に加

算する。輸入基準数量の算定方法は以下の通り。（７条３第４項） 
 

 

格差に応じて追加関税を課すことになっている。価格差による追加関税は以下の通

。 

 

ー

 

によってセーフガード発動を回避することができる。 
数量ベースの SSGについては、日本では関税暫定措置法 7条３（豚肉については７条６
第２項）がこれを規定している。同条によれば、輸入量が過去３年間の輸入数量の基づく

目標水準（輸入基準数量）を超えるときに、通常の関税率の３分の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

輸入基準数量＝平均輸入数量×トリガー水準＋国内消費の変動量 
  注：輸入基準数量は、平均輸入数量×１０５％を下限とする。 

に応じて設定 

１１０％ 
 

変動量 

 （出典：財務省 HP http://www.mof.go.jp/singikai/kanzegaita/siryou/kana141202c.pdf

    ・平均輸入数量－過去３年間の輸入数量の平均 
    ・トリガー水準－過去３年間の国内消費に対する輸入の割合

        輸入の割合が、国内消費の１０％以下→１２５％ 
               国内消費の１０％超３０％以下→

              国内消費の３０％超→１０５％ 
   ・国内消費の変動量－直近年における国内消費の

  過去３年間における国内消費量が不明な場合は、 
   輸入基準数量＝平均輸入数量×１２５％ となる。（７条３第５項） 

価格ベースの SSG については、日本では関税暫定措置法７条４がこれを規定している。
同条によれば、輸入価格が基準期間（１９８６－８８年）の平均輸入価格を下回る場合、

その価

り
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価格差が目標価格の１０％以下→追加関税なし 
  〃    １０～４０％以下→追加関税 １０％を超える価格差分×３０％：① 
       ４０～６０％以下→追加関税 ４０％を超える価格差分×５０％＋①：②
       ６０～７５％以下→追加関税 ６０％を超える価格差分×７０％＋②：③

加関税 ７５％を超える価格差分×９０％＋③  
（出典：上記財務省 HP） 
       ７５％～→追
。このように、SSG ではさまざまな点で一般セーフ
ド上の要件が緩和されている。 

セーフガー

た、一般セーフガードと異なり、補償措置をとる必要はなく、また補償措置をとらな

合の対抗措置も認められていない

の他に一般セーフガードとは別に認められているものとしては、繊維セーフガード、

経過的セーフガードなどがある。また、WTO 協定との整合性は不明確であるものの、
Aに基づくセーフガードも存在する（日本は日・シンガポール FTAに基づく
置が関税暫定措置法７条８（２００２年３月改正）で規定されている。） 
お、２００１年に問題となっていたネギ、生シイタケ、畳表については、すでにウル
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グアイ・ラウンド以前に関税化されていたため、一般セーフガードの発動が検討された。 

は牛肉、豚肉について緊急関税制度を設けている（関

よび６）。 
①

国との交渉に

場合には自動的に関税率を譲

引き下げていたものを元に

回

には本条の適用によって措置を撤回することは困難であると考えられる

上記注参照）。 

格以下の場合には、基準価格との差額が緊急関税としてかけられ

（  

 
３．牛肉、豚肉の緊急関税制度 
 以上の二つの制度に加え、日本で

税暫定措置法第 7条５お
牛肉の緊急関税制度 
これは、WTOの協定に基づくものではなく、ウルグアイ・ラウンドで主要
より認められたものである。制度導入の背景には以下のような事情がある。 
 ウルグアイ・ラウンドの結果、牛肉について譲許税率は 50％と定められた。しかし、米
国など主要輸出国はさらなる関税の引き下げを日本に対して求め、その結果日本は実行税

率を段階的に 38.5％まで引き下げていくことに合意した。その代わりに日本が認めさせた
のが現在の緊急関税制度であり、輸入量が一定水準を超えた

許率（50％）まで引き上げることが認められたのである。 
 このような事情を受けて成立した牛肉、豚肉に関する緊急関税措置のもとでは、輸入量

が前年度比 117％を超えた場合には関税を譲許税率にまで引き上げるとされており、他のセ
ーフガード措置と異なり国内産業に対する損害などは要件とされていない。したがって、

１、２で説明したセーフガードと異なり、政府の判断によって措置を撤回する余地はない。 
 また、そもそも自主的にWTOにおける譲許税率よりも関税を
戻すだけであるので、WTO協定に違反するものでもない。  
 農水省は 2003年 7月 29日、米国、豪州、および国内ユーザー企業らの強い反対を受け
ながらも、生鮮・冷蔵牛肉について関税引き上げを決定した。実際には輸入量は BSE騒動
の発生以前の８割程度にまでしか回復しておらず、関係輸出国および国内ユーザー企業の

関税引き上げに対する批判は強いが、上記の説明のとおり、統計上要件が満たされた場合

に、たとえそれが国内競合産業に損害を与えず、また輸入品の国内ユーザー産業が損害を

被るとしても、行政には選択肢は残されていない。今回の事態はそもそも主要国間での合

意（またそれを受けての国内法令）が想定していなかった事態であるといえ、根本的な問

題の解決は、むしろ立法を司る国会にゆだねられているといえよう。（なお、先の第 156
国会で民主党が関税引き上げの回避をねらった法案を提出したが、否決されている。） 
 すでに、日本の亀井農相は７月１０日訪米の際に、「発動は法律で定められており、政府

に裁量の余地はない」として米国の発動回避要請を拒否していた（2003/7/11 日経夕刊）。
これに対して、ベネマン米農務長官は、日本には関税定率法１２条（注）があり、それに

基づきセーフガードを撤回すべきであると主張しているが（７月２９日農務省プレス

No.0266.03）、実際
（

 
②豚肉の緊急関税制度 
 豚肉に関しては、輸入量が一定水準（１１９％、ただし、前年比ではなく直近３年間の

平均との比較）を超えた場合に基準価格が譲許表に規定されている水準にまで引き上げら

れ、その差額が関税として課されるといういわゆる差額関税制度が設けられている（関税

暫定措置法７条６第１項）。このため、輸入価格が基準価格を超えるかどうかで緊急関税率

が異なる。輸入価格（DDP、通常関税込み）が基準価格を下回ったときは、通常関税に加
えて、その差額が緊急関税として輸入品に課されるが、他方、輸入価格が基準価格を超え

たときには緊急関税は課されない（通常関税４．３％のみ課される）。たとえば、２００３

年度の場合、輸入量が基準を超えた結果、２００３年８月１日より２００４年３月３１日

まで、枝肉については、基準価格は４０９．９０円／kgから５１０．０３円／kgへと引き
上げられ、部分肉については、５４６．５３円／kgから６８１．０８円／kgに引き上げら
れる。輸入価格が基準価

ることになっている。 
農水省２００３年７月２９日プレスリリース、農水省 HP参照。
http://www.maff.go.jp/www/press/cont/20030729press_4.pdf） 
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なお、本制度については、ECが１９９７年１月に、同措置は GATT１条最恵国待遇およ
び GATT１３条に違反するとして協議を要請したことがある（WT/DS66、パネルは設置さ

ウンドで初めて関税化された品目については同法７条３で規定されていること

に

て、数量ベースの特別セーフガード措置、すなわち関税率の引き上げも行

われている。 
（了） 

 
牧野 直史（まきの なおふみ） 

ていると

るのは困難であると思われ、実際には本条の援用は困難であると考えられる。 

れずに終わった）。 
 またこれとは別に、豚肉はウルグアイ・ラウンドで初めて関税化された品目であるため、

数量ベースの特別セーフガードも認められている。関税暫定措置法７条６第２項によれば、

年度当初からの輸入数量が、あらかじめ財務大臣が告示する輸入基準数量を超えた場合に

は、越えた月の翌々月の初日から当該年度の末日まで、通常の関税率にその３分の１の関

税率を上乗せする。ここでいう輸入基準数量とは、２．で説明した同法７条３でいう輸入

基準数量と同じである。したがって、ＷＴＯの農業協定に基づく数量ベースの特別セーフ

ガード措置は、日本では、豚肉に関しては関税暫定措置法７条６第２項、それ以外のウル

グアイ・ラ

なる。 
上記の 2 つの制度は重複発動も可能であり、実際、１９９７年度には、輸入基準価格の
引き上げに加え

 
注：関税定率法１２条は「生活関連物資の減税又は免税」について規定しているが、３項

で「食料品、衣料品その他の国民生活との関連性が高い貨物（前二項に規定するものを除

く。）で輸入されるものについて、その輸入価格が著しく騰貴し又は騰貴するおそれがあり、

かつ、国民生活の安定のため緊急に必要がある場合において、その輸入がこれと同種の貨

物その他用途が直接競合する貨物の生産に関する本邦の産業に相当の損害を与えるおそれ

がないと認められるときは、政令で定めるところにより、貨物及び期間を指定し、その関

税を軽減し、又は免除することができる。」としている。このように、１２条の要件は①輸

入価格が著しく騰貴する、もしくはそのおそれがあること、②国民生活の安定のために緊

急の必要性があること、③輸入品が国内の直接競合する産業に相当の損害を与えるおそれ

がないこと、の３点である。今回の牛肉のケースが以上の３要件をすべて満たし

す
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参考：これまでの SSGおよび牛肉・豚肉緊急関税措置の発動実績 
（

http://www.mof.go.jp/singikai/kanzegaita/siryou/kana141202c.pdf
出典：財務省 HP資料 

） 
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